
住友不動産の知財戦略：建築再生を核とした

地震防災技術の特許化と、2.7兆円の成長投
資を支える環境性能評価体系の構築 
 

エグゼクティブサマリ 
1. 知財・技術戦略が財務（売上・利益率）に与えているインパクト 
住友不動産における知財および技術戦略は、同社の高収益体質を支える根幹的なドライバーとして

機能しており、特に「建築再生」と「高機能オフィスビル開発」の二軸において財務的成果に直結して

いる。財務データによると、同社は「第十次中期経営計画」等の枠組みの中で、主要事業の回復・改

善により経常利益3,000億円の達成を視野に入れていることが確認されている 1。特筆すべきは、
2.7兆円に及ぶ巨額の成長投資計画であり、そのうち2兆円が東京都心部（六本木五丁目、八重洲、
築地等）の再開発に、7,000億円が海外（インド・ムンバイ）のプロジェクトに配分されている 1。この投
資判断を支えているのが、既存建物をスクラップ・アンド・ビルドするのではなく、独自の耐震補強技

術（特許第4875721号「ニューパワーコラム」等）を用いて再生させる「新築そっくりさん」事業モデル
や、新宿住友ビルのような既存超高層ビルの長寿命化改修技術である。新築そっくりさん事業は、

建替えに比べて約50～70％の費用で新築同等の性能を実現するという経済的合理性を顧客に提
供し、1996年の事業開始以来、累計受注棟数16万棟（2022年9月末時点）を超える収益基盤を確立
した 2。これらの技術的アプローチは、資材高騰下における原価低減と、定価制による利益率の安定
化に寄与しており、同社の営業利益率の高さを技術的側面から担保している 1。 

2. 注力している技術領域の進捗 
同社が現在、最もリソースを集中させている技術領域は、「既存建築物の構造的レジリエンス強化

（耐震・制震）」、「環境配慮型建築部材の実装（ZEH/断熱）」、そして「デジタルとヒューマンタッチを融
合したサービス提供プロセス（DX/Sales Engineer）」の3点に集約される。耐震・制震領域において
は、木造住宅の耐震性を飛躍的に向上させる「制震ダンパー」技術や、古民家再生に特化した「ジャ

スト制震工法」など、対象物件の築年数や構造（在来工法、2x4、伝統工法）に応じた技術ポートフォ
リオを完成させている 4。環境技術に関しては、分譲マンションにおける「ZEH-M Oriented」基準の
標準化を推進し、日本板硝子と連携した真空ガラス「スペーシア」の導入や、建設現場でのグリーン

電力化を進めている 6。また、デジタル・サービス領域においては、単なるITツールの導入にとどまら
ず、セールスエンジニアが顧客対応から施工管理までを一貫して担当する独自の業務プロセスをシ

ステム化し、顧客情報の分断を防ぐとともに、業務効率を最大化する「人を中心としたDX」を展開して
いる 1。これらの技術進捗は、経済産業省からの「先進的なリフォーム事業者表彰」受賞といった外
部評価によっても裏付けられており、技術が単なる研究開発にとどまらず、社会実装のフェーズにあ

ることを示している 8。 



3. 特許ポートフォリオの規模と質的変化 
住友不動産の特許戦略は、不動産デベロッパーとしては極めてユニークな「工法・構造部材」への集

中出願という特徴を有している。特許ポートフォリオの質的変化を見ると、初期の「リフォームビジネ

スモデル」の保護から、より具体的かつ物理的な「構造強化技術」の権利化へとシフトしている傾向

が読み取れる。具体的には、2x4工法の耐震性を向上させるための「ニューパワーコラム（特許第
4875721号）」や「パワーキューブ（特許第4023547号）」といった、地震エネルギー吸収・分散に関す
る基幹技術の特許権を確保している 9。これらの特許は、工学院大学やエンジニアリング会社Arup
といった外部機関とのオープンイノベーションを通じて開発されたものであり、学術的知見を自社の

施工マニュアルに落とし込み、ブラックボックス化することで模倣困難な競争優位を築いている 10。ま

た、商標権においても「新築そっくりさん」という強力なブランドを維持管理し、サービス名称自体が市

場におけるカテゴリーを定義するほどの認知を獲得している 2。このように、同社の知財ポートフォリ
オは、技術的な排他権（特許）とブランドの識別力（商標）の双方から事業を守る「デュアル・プロテク

ション」体制へと進化している。 

4. 競合他社に対する技術的優位性または課題 
競合である三井不動産や三菱地所と比較した場合、住友不動産の技術的優位性は「個別の建築物

の性能再生」と「定価制リフォームシステムの精度」にある。三井不動産が「DX VISION 2030」を掲
げ、2030年度に年間350億円規模のDX投資を行い、エリア全体のスマートシティ化やデータ活用に
注力しているのに対し 11、住友不動産は物理的な「建物そのもの」の長寿命化と耐震化に技術リソー

スを集中させている。特に、阪神・淡路大震災や熊本地震において、同社の耐震補強実施物件や

2x4住宅が「全壊・半壊ゼロ」であったという実績データは、競合他社に対する圧倒的な技術的証明
となっている 3。一方で、三菱地所が丸の内エリアで展開するような「面的なエリアマネジメント」や、
三井不動産が先行する「デジタルプラットフォーム構築」の領域においては、住友不動産は追随する

立場にあるとも分析できる。また、特許関連の係争リスクとしては、知財高裁において特許権侵害訴

訟が「蒸し返し」として却下された事例や、持株会社による権利行使に関する判決が存在し、グルー

プ全体での知財ガバナンスと権利行使の適法性については継続的な監視が必要な課題となってい

る 12。 

5. 今後のR&D投資計画と長期ロードマップ 
今後のR&Dおよび成長投資計画において、住友不動産は「東京の再開発」と「インド・ムンバイでの
都市インフラ開発」を両輪とする長期ロードマップを描いている。2024年3月期の資料によれば、全
社的な成長投資枠2.7兆円のうち、海外事業（インド）には7,000億円が割り当てられており、これは
日本の新幹線プロジェクトや高速道路網と連携した大規模な都市開発である 1。ここでは、国内で
培った高層ビルの制震技術や、高温多湿な環境に対応する空調・断熱技術の移転が重要なR&D
テーマとなると推測される。国内においては、2030年に向けた環境目標として、新築分譲マンション
への「ZEH-M Oriented」標準搭載を完了させ、既存ビルにおいてはグリーンファイナンス枠（上限2
兆円へ倍増）を活用した環境性能のアップデートを加速させる計画である 1。また、スタートアップ支
援プログラム「SHINJUKU SUMMIT」を通じて、自社単独では開発困難な最先端技術（AI、IoT等）を
持つベンチャー企業との共創を深め、ユニコーン企業の創出と共に自社ビルへの新技術実装を図る



エコシステム形成もロードマップの重要な一部を構成している 14。 

戦略的背景とIR資料のアーカイブ 
R&D投資の推移（Quantitative Log） 
住友不動産は、従来の製造業的な「試験研究費」としてR&Dコストを計上するのではなく、各プロジェ
クトの開発原価や成長投資の中に技術開発コストを組み込む形態をとっている。そのため、財務諸

表上の「研究開発費」は限定的であるが、経営戦略資料（Investor Presentation）において開示され
た「成長投資」および「グリーンファイナンス」の枠組みから、実質的な技術・開発投資の規模を把握

することが可能である。 

以下は、直近の開示資料に基づく投資規模のカタログである。 

 

項目 投資規模（計画値・

実績） 
対象期間/時点 戦略的意図と技術的

背景 

成長投資総額 2兆7,000億円 次期中計期間含む 都心再開発および海

外展開への集中投

資。技術実装の原資

となる 1。 

うち国内投資 2兆円 同上 六本木五丁目、八重

洲、築地等の大型プ

ロジェクトにおける高

機能ビル建設 1。 

うち海外投資 7,000億円 同上 インド・ムンバイにお

けるオフィス・住宅・

商業施設の複合開

発。日本式建築技術

の輸出 1。 

グリーンファイナンス 2兆円（枠設定） 2024年3月期時点 従来の1兆円枠から
倍増。DBJ Green 
Building認証取得物
件の開発や、既存ビ

ルの省エネ改修（

LED化、高断熱化）
への資金充当 1。 



DX・人的資本投資 非開示（具体的金額

なし） 
2024年3月期時点 「生産性向上」を目

的としたDX投資およ
び従業員への教育

投資。金額は明示さ

れていないが、重要

施策として位置づけ 
1。 

詳細解説： 住友不動産の投資戦略における最大の特徴は、R&Dを「研究所の中」に閉じ込めず、
「開発プロジェクトそのもの」の中に埋め込んでいる点にある。例えば、2兆円規模のグリーンファイナ
ンス枠の設定は、単なる資金調達手段の多様化にとどまらず、技術部門に対して「環境性能の高い

建築物（ZEH-MやGreen Building認証物件）しか開発しない」という強力な制約とインセンティブを与
えていることを意味する 1。また、インド・ムンバイプロジェクトへの7,000億円投資は、単なる不動産
投資ではなく、現地の地下鉄（Metro Line 3）や海上橋（Mumbai Trans Harbour Link）といったインフ
ラ整備と連動した「都市OS」の輸出であり、これには日本の耐震・土木技術の適用が不可欠である 1

。同社のアニュアルレポート等における注力説明では、「スクラップ・アンド・ビルド」から「既存ストック

の活用」への転換が強調されており、新宿住友ビルの再生プロジェクト（50周年改修）はその象徴的
事例として、技術的にも財務的にも成功モデルとして扱われている 1。 

経営陣の技術コミットメント 
経営層の発言からは、技術を「社会課題解決の手段」かつ「差別化の源泉」と捉える姿勢が一貫して

読み取れる。 

リフォーム事業の原点に関するコミットメント 「“新築そっくりさん”事業は、阪神・淡路大
震災をきっかけに、築年数の古い住宅の多くが耐震性など構造的に問題を抱えている

ことを踏まえ、『地震に強く、しかも安価に、建て替えをせず住宅を再生できないだろう

か』という想いから開発した、建て替えに代わる“一棟丸ごと再生”の新システムです。」 
8 

この発言は、技術開発の起点が「震災」という強烈な社会課題にあり、その解決策として「安価な再

生（Cost-effective Regeneration）」を選択したことを示している。これは、技術のための技術ではな
く、市場性（安価）と機能性（地震に強い）を両立させるエンジニアリングへのコミットメントである。 

環境・サステナビリティに関するコミットメント 「当社では『よりよい社会資産を創造し、そ
れを後世に残していく』を基本使命として掲げ、事業を通じた社会課題の解決に取り組

んでおります。今後も、『環境・社会に配慮した性能』を兼ね備えた価値の高い社会資

産を創造し、より一層、持続可能な社会の実現に貢献してまいります。」 16 

ここでは、「性能」という言葉が明示的に使用されており、抽象的なCSR活動ではなく、建築物の物理
的なスペック（断熱性、耐震性、耐久性）を通じて使命を果たすという技術的アプローチが宣言されて

いる。 

DXと人的資本に関するコミットメント 「『従業員ファーストの経営』と『グループ一体経



営』を目指す。個々の従業員の能力・実績に応じた評価制度に加え、生産性向上のた

めのDX投資を行う。」 1 

DXに関しては、業務の無人化や自動化よりも、「従業員の能力を引き出すためのツール」としての位
置づけが明確であり、これが後述する「セールスエンジニア一貫体制」等のヒューマン・ハイタッチな

ビジネスモデルを支える技術思想となっている。 

知的財産・技術ポートフォリオの全貌 
本セクションでは、住友不動産のビジネスモデルを支える技術と知財を、具体的な製品・工法レベル

まで分解し、そのカタログを作成する。 

(1) 重点技術領域のカタログ 
① 耐震・制震技術（Seismic Resistance & Damping Technologies） 

住友不動産の技術的コアコンピタンスは、地震大国日本において「いかに建物を倒壊させないか」、

さらには「いかに揺れを制御して住み続けられるか」という点にある。 

●​ 2x4工法（枠組壁工法）の高度化技術: 
○​ 概要: 床・壁・天井の6面体で支えるモノコック構造を採用し、地震力を面に分散させる。 
○​ 実績: 阪神・淡路大震災、新潟県中越地震、東日本大震災、熊本地震など、過去のM6以
上の主要な大地震（計16回）において、同社の施工した物件（新築そっくりさん耐震補強済
み含む）の全壊・半壊はゼロである 3。 

○​ SPW（スーパーパワーウォール）構法: 
■​ 技術詳細: 2x4工法の外壁部分に、さらに高強度の構造用面材を追加する独自構法。 
■​ 効果: 通常の2x4工法と比較して、耐震性能を約30％向上させる。また、「外壁通気工
法」を組み合わせることで、壁体内の結露を防ぎ、構造材の腐朽リスクを低減する 9。 

○​ 高強度パーティクルボード: 
■​ 技術詳細: 構造用面材として、一般的な構造用合板（壁倍率3.0倍）よりも強度の高い
パーティクルボードを採用し、高密度の釘打ちを行うことで壁倍率4.8倍を実現している 
10。 

●​ 制震装置・ダンパー技術: 
○​ ニューパワーコラム（New Power Column）: 

■​ 技術詳細: 建物の四隅（コーナー部分）に設置する、鉄骨と木材を組み合わせたハイブ
リッド補強材。 

■​ 機能: 地震時に最も負荷がかかる建物の「ねじれ」を抑制する。これにより耐震性を約
30％向上させる 9。 

■​ 知財: 特許第4875721号、特許第3981267号（パワーコラム） 9。 
○​ パワーキューブ（Power Cube）: 

■​ 技術詳細: L型RC壁（鉄筋コンクリート壁）と制震装置を一体化したユニット。1階床下や
建物内部に設置される。 

■​ 機能: 地震エネルギーを熱エネルギーに変換して吸収する。ユニット内部を収納スペー
ス（制震収納）として利用可能な点がユニークな特徴である 9。 



■​ 知財: 特許第4023547号 9。 
○​ TRCダンパー / マモリー / 耐震リング: 

■​ 技術詳細: 特殊粘弾性ゴムを内蔵した制震ダンパー。 
■​ 機能: 建物の変形エネルギーを吸収し、揺れ幅を最大約50％低減する。 
■​ 適用区分: 

■​ 耐震リング: 昭和25年以前の伝統工法向け。 
■​ マモリー: 平成12年以降の現行基準住宅向け。 
■​ TRCダンパー: 全年代・全工法（在来・2x4）に対応可能な汎用モデル 4。 

② 建築再生・リノベーションシステム（Building Regeneration System） 

「新築そっくりさん」事業を支えるのは、技術だけでなく、それを効率的に運用するためのシステムで

ある。 

●​ 完全定価制システム: 
○​ 技術的背景: 膨大な過去の施工データと、解体前の非破壊検査を含む詳細な建物診断技
術により、工事発生前に必要な部材と工数を正確に算出するアルゴリズムを保有してい

る。これにより、リフォーム特有の「追加工事費用」のリスクを排除している 2。 
●​ 用途変更（コンバージョン）技術: 

○​ 技術詳細: 放置された空き家（倉庫、旧家など）を、現代の法規（採光、換気、耐震）に適合
させつつ、店舗や賃貸住宅へ用途変更する技術。 

○​ 社会的意義: 全国の空き家問題（特に「その他の住宅」239万戸）に対する直接的なソ
リューションとして位置づけられている 17。 

③ 環境・ZEH技術（Environmental Technologies） 

●​ ZEH-M Oriented（ゼッチ・マンション・オリエンテッド）: 
○​ 技術詳細: マンションの断熱性能を飛躍的に高め、一次エネルギー消費量を20％以上削
減する基準。 

○​ 実装: 住友不動産の分譲マンションにおいて標準化が進められている。 
○​ 真空ガラス「スペーシア」: 日本板硝子社製の真空ガラスを採用。2枚のガラスの間を真空
層にすることで、一般的な複層ガラスの約2倍、単板ガラスの約4倍の断熱性能を実現する 
6。 

(2) 特許・商標データ分析 
住友不動産の知財ポートフォリオは、事業の独自性を守るための「防壁」として機能している。以下

に主要な特許および商標の状況を整理する。 

 

知財区分 名称/分類 特許番号/登録番号 概要・ビジネス貢献 

特許 パワーコラム 特許第3981267号 鉄骨と木材のハイブ

リッド柱による補強



技術。2x4工法の弱
点である開口部付近

やコーナー部の強度

不足を補い、設計の

自由度と耐震性を両

立させる基幹特許 10

。 

特許 ニューパワーコラム 特許第4875721号 パワーコラムの改良

版。施工性の向上と

コストダウンを実現

し、標準仕様への展

開を可能にした 9。 

特許 パワーキューブ 特許第4023547号 制震装置と収納を一

体化した技術。狭小

住宅においても居住

スペースを犠牲にせ

ずに制震性能を付与

できるため、都市部

での受注競争力に

貢献 9。 

特許 制震工法関連 複数出願 「ジャスト制震工法」

等、既存住宅の床下

や壁内にダンパーを

設置するリフォーム

特有の工法群 4。 

商標 新築そっくりさん 登録商標 1996年事業開始。リ
フォーム商品の名称

として圧倒的な認知

を持つ。類似名称の

排除とブランド価値

の保全に活用 2。 

意匠 マンションファサード グッドデザイン賞等 「カスタムオーダーマ

ンション」におけるグ

リッドファサードのデ

ザイン等。都市景観

との調和と多様なプ

ランニングを両立さ



せる意匠設計 18。 

詳細解説： 特許データベースの分析（提供されたスニペットに基づく）からは、住友不動産の特許出
願が「木造住宅の耐震補強」に集中していることが明確である。通常、不動産デベロッパーは「ビジ

ネスモデル特許」や「管理システム」の出願を行うことが多いが、住友不動産はゼネコンやハウス

メーカーに近い「ハードウェア特許（部材・構造）」を保有している点が特徴的である。特に特許第

3981267号「パワーコラム」は、工学院大学およびArup社との共同開発による産学連携の成果であ
り、アカデミアの理論的裏付けを持つ強力な特許である 10。この技術的優位性が、「地震に強い」と

いうブランド・プロミスを単なる宣伝文句ではなく、科学的根拠のある事実として顧客に提示すること

を可能にしている。 

(3) サービスビジネスとの連動 
知財は単に権利として存在するだけでなく、日々のサービスプロセスの中に深く組み込まれている。 

●​ セールスエンジニア制による知財の運用: 住友不動産の「新築そっくりさん」では、営業担当者
が建築士等の資格を持つ「セールスエンジニア」であり、一人の担当者が相談から設計、契約、

施工管理、引き渡しまでを一貫して担当する 8。 
○​ ビジネス連動: 通常、営業と設計・施工が分業されると情報の伝達ロス（言った言わないの
トラブル）が発生するが、一貫体制によりこれを防止する。このプロセス自体が、特許技術

（耐震補強工法）を現場ごとに最適にカスタマイズして適用するための「運用プラットフォー

ム」となっている。 
○​ 顧客価値: 顧客は技術的な疑問を即座に解消でき、信頼醸成につながる。これが経済産業
省の表彰理由の一つとなっている 8。 

●​ アフターマーケットへのデータ活用: 引き渡し後、1ヶ月、3ヶ月、12ヶ月の定期点検を実施し、さら
に24時間365日対応の「お客様センター」を設置している 8。 
○​ ビジネス連動: ここで収集された不具合データや経年劣化データは、次の技術開発（例：よ
り耐久性の高い外壁通気工法の開発など）へのフィードバックループとして機能している。

顧客との長期的な接点を維持することで、将来のメンテナンス工事や再リフォームの受注

機会（ストックビジネス）を確保している。 

オープンイノベーションとエコシステム 
提携・M&Aリスト 
住友不動産は自前主義にこだわらず、外部の高度な技術や知見を取り入れるオープンイノベーショ

ンを戦略的に推進している。 

 

パートナー名称 連携形態 戦略的狙いと技術内容 

工学院大学 共同研究 耐震技術の理論構築。宮澤

健二名誉教授と共に、木造



建築の構造解析および「パ

ワーコラム」の開発を実施。

アカデミアの知見による信頼

性担保 10。 

Arup（アラップ） 技術協力 グローバル水準の構造設

計。シドニー・オペラハウス等

で知られる世界的エンジニア

リング企業Arupと連携し、高
度な構造計算手法を導入 10

。 

日本板硝子 (NSG) 製品採用・連携 断熱技術の実装。真空ガラ

ス「スペーシア」を全面的に

採用。住友グループ内の連

携を活かし、環境性能の高い

部材を優先的に調達・標準

化 7。 

Rohde & Schwarz テナント・共創 最先端通信技術。住友不動

産大崎ガーデンタワーに本

社を誘致。同社は5G/6Gや
量子技術の計測機器メー

カーであり、オフィス環境の

実証実験場としての価値を

提供 20。 

スタートアップ群 アクセラレーター SHINJUKU SUMMITを通じ
た連携。ユニコーン企業を目

指すスタートアップに対し、資

金調達支援や実証フィールド

（オフィスビル）の提供を行う 
14。 

詳細解説： 特に注目すべきは、「SHINJUKU SUMMIT」におけるスタートアップ支援である。これは単
なるCSR活動ではなく、住友不動産が保有する膨大なオフィスビル群を「巨大な実験場（Sandbox）」
として開放し、そこから得られる新しいビル管理技術やテナントサービス（DXツール、省エネシステム
等）をいち早く自社に取り込むためのエコシステム戦略である 15。また、Arup社との連携は、木造住
宅というドメスティックな市場に対し、世界最高峰の構造エンジニアリングを持ち込むことで、競合他

社（一般的な工務店やハウスメーカー）との技術格差を決定的なものにする狙いがある。 

政府・公的機関との連携 



●​ 経済産業省「先進的なリフォーム事業者表彰」: 平成26年度、住友不動産の「新築そっくりさん」
事業は、独自のビジネスモデルと市場への貢献が評価され、経済産業省から表彰を受けた 8。
これは、同社の技術とシステムが国家的な政策目標（中古住宅流通の活性化、良質な住宅ス

トックの形成）と合致していることを示す公的な「お墨付き」である。 
●​ 補助金活用スキームの構築: 「先進的窓リノベ事業」「子育てエコホーム支援事業」「給湯省エネ
事業」といった国の補助金制度を、顧客が最大限活用できるようパッケージプラン化している

（例：高断熱リフォームプラン）。これにより、顧客の実質負担額を下げつつ、高性能な建材（高

断熱窓、エコキュート等）の普及を促進している 3。 

リスク管理とガバナンス（IP Governance） 
係争・審査のファクト記録 
企業の知財活動には常に法的紛争のリスクが伴う。公開情報から確認できる住友不動産（および関

連）の法的係争の事実は以下の通りである。 

●​ 特許権侵害訴訟の「蒸し返し」却下（知財高裁）: 
○​ 概要: 特許権侵害行為差止等請求において、知財高裁は「前訴の蒸し返しである」ことを理
由に、訴訟上の信義則違反として原告の訴えを却下する判決を下した。 

○​ ファクト: いったん確定判決が出た問題について、同じ当事者が同じ問題で重ねて訴訟を提
起しても、司法はこれを許容しないという判断が示された事例である 12。 

○​ 示唆: 企業間の知財紛争において、早期の解決と法的安定性が重視されることを示してお
り、住友不動産側にとっては法的リスクの長期化を防ぐ防波堤となる判例である。 

●​ 持株会社による特許権行使（知財高裁）: 
○​ 概要: 「特許権に係る事業を行わない持株会社」による権利行使において、特許法102条2
項（損害賠償額の推定）の適用が認められた事例 13。 

○​ 関連性: 住友不動産グループのような多角化企業において、知財を管理する主体（本社
等）と事業を行う主体（事業会社）が異なる場合でも、逸失利益の算定が可能であることが

示唆されている。 
●​ リフォーム工事の説明義務違反（地裁/高裁）: 

○​ 概要: リフォーム工事において、図面に段差の記載があり、顧客の承認印があったとして
も、「担当者から十分な説明がなく、顧客が内容を理解していなかった」として、業者側の責

任（慰謝料支払い）が一部認められた事例がある 22。 
○​ 教訓: どれほど高度な技術や詳細な図面（知財）があっても、それを顧客に伝達するコミュ
ニケーション（Sales Engineerの質）が伴わなければ、リスクとなる。これは技術管理だけで
なく、顧客対応ガバナンスの重要性を示している。 

守りの戦略：ガバナンス体制 
●​ 施工マニュアルと品質管理の徹底: 住友不動産は、全国の施工現場で均質な技術力を担保す
るため、長年の実績データに基づく詳細な「施工マニュアル」を整備している。専属の施工統括

者（棟梁）はこのマニュアルに従って施工を行い、さらに第三者機関による検査ではなく、自社

の厳格な検査員によるチェック体制（施工中・完了後）を敷いている 19。 
○​ 知財保護: このマニュアル自体が、同社の施工ノウハウ（暗黙知）を形式知化した営業秘密



（トレードシークレット）であり、競争力の源泉として厳重に管理されている。 
●​ サプライチェーン・ガバナンス: ZEH-M等の環境技術推進において、自社だけでなく建設会社等
のパートナー企業に対しても「グリーン電力化」への協力を要請し、対応できない企業には枠組

みを提供するという形で、サプライチェーン全体をコントロールしている 6。 

競合ベンチマーク（技術・財務比較） 
不動産業界の巨人である三井不動産、三菱地所と住友不動産を比較することで、同社の特異なポ

ジショニングを浮き彫りにする。 

 

比較項目 住友不動産 
(Sumitomo 
Realty) 

三井不動産 (Mitsui 
Fudosan) 

三菱地所 
(Mitsubishi 
Estate) 

技術戦略の核 建築再生（個の強

化）。既存ビルの長

寿命化、リフォーム

（新築そっくりさん）に

よるストック活用 1。 

スマートシティ（面の

展開）。DXによるエリ
アマネジメント、デー

タプラットフォーム構

築。 

丸の内ブランド（エリ

ア支配）。特定エリア

の圧倒的価値向上、

超高層ビルの建替

え。 

DX/IT投資 生産性向上・内製

化。セールスエンジ

ニア支援、従業員

ファーストのツール

整備 1。 

新事業創出。「DX 
VISION 2030」にて
2030年度350億円/
年の投資を計画 11。 

ロボティクス・丸の内

DX。警備ロボットや
エリア内モビリティの

実装。 

R&D/投資規模 2.7兆円（成長投
資）。うち海外7,000
億円。既存資産の磨

き上げに注力 1。 

全体で数兆円規模

だが、ベンチャー共

創や新産業創造へ

の配分が大きい。 

丸の内エリアの再開

発（常盤橋プロジェク

ト等）に巨額投資 23。 

特許・知財特徴 ハードウェア寄り。耐

震工法、制震装置、

リフォームシステム

等の実用技術 9。 

ソフトウェア・ビジネ

ス寄り。柏の葉ス

マートシティ等のエネ

ルギー管理システム

等。 

意匠・ブランド。丸の

内の景観、ビルデザ

イン、エリアマネジメ

ント手法。 

環境戦略 Green Finance 2兆
円。既存ビルの改修

による環境性能向上

RE100達成、森林保
全活動、木造高層建

築への挑戦。 

丸の内エリアのCO2
削減、再生可能エネ

ルギー導入。 



（DBJ認証78棟） 1。 

詳細解説（比較分析）： 

住友不動産は、三井・三菱が指向する「キラキラした未来都市（スマートシティ、空飛ぶクルマ、ロ

ボット）」といったハイテク・コンセプトに対し、極めて**「現実的かつ物理的なソリューション（地震に強
い、暖かい、安く直せる）」**に固執している点が最大の特徴である。 

三井不動産がDXに年間350億円を投じて「不動産業の枠を超えた産業デベロッパー」を目指してい
るのに対し、住友不動産は「不動産業のど真ん中（賃貸・建築）」の利益率を最大化するために技術

を使っている。例えば、耐震補強特許（パワーコラム）は、地味ではあるが、顧客（施主）にとっての切

実な課題（命と資産を守る）を直接解決するため、支払い意欲（Willingness to Pay）に直結しやす
い。 

財務的にも、大規模な解体・新築を伴う再開発よりも、既存骨格を活かした再生事業の方がROI（投
資対効果）が高くなる傾向にあり、これが住友不動産の高い経常利益率を支えている。三菱地所が

「丸の内」という最強の立地に依存するのに対し、住友不動産は「技術（新築そっくりさん）」によって

全国の古い家屋を収益源に変える力を持っており、地理的な分散と事業ポートフォリオのリスクヘッ

ジにおいて優位性を持っている。 

公式ロードマップと未確認情報 
サステナビリティ・技術ロードマップ 
住友不動産が公表している計画および現在の動向から推測される技術ロードマップは以下の通りで

ある。 

●​ 短期（2024年〜2026年）: 
○​ ZEH-M Orientedの完全標準化: 分譲マンション全物件への導入完了。真空ガラス「ス
ペーシア」等の高断熱部材のサプライチェーン確立 6。 

○​ 既存ビルの「再生」加速: 新宿住友ビルに続く、築古ビルの大規模リノベーション（制震装置
の更新、アトリウム増設等）の実施。これに2兆円のグリーンファイナンス枠を活用する 1。 

●​ 中期（〜2030年）: 
○​ インド・ムンバイプロジェクトの完遂: ムンバイ（Parel, Worli, BKC）におけるオフィス・住宅開
発の竣工。日本の耐震・施工管理技術の現地移転と定着 1。 

○​ DXによる生産性革新: セールスエンジニア業務のさらなる効率化（AIによる見積もり自動化
や設計支援の導入が予測される）。 

○​ 環境目標の達成: 建設現場および保有ビルにおけるCO2排出量削減、再生可能エネル
ギー利用率の向上。 

●​ 長期（2030年以降）: 
○​ 「100年建築」の実現: スクラップ・アンド・ビルドからの完全脱却。数世代にわたって使い続
けられる超寿命建築システムの社会実装。 

今回の調査で確認できなかった事項（Not Disclosed） 



本レポート作成にあたり、以下の点については公開情報（IR資料、特許DB）からは詳細なファクトを
確認できなかった。 

1.​ DX投資の具体的内訳とベンダー: 「DX投資を行う」という方針は示されているが、具体的なシス
テム名、提携しているITベンダー、あるいはAI開発における技術的な詳細（アルゴリズムの種類
等）は非開示である。 

2.​ 海外（インド）での特許出願状況: 国内の「パワーコラム」等の技術特許が、インド等の海外進出
先でどのように権利化されているか、あるいはノウハウとして秘匿されているかについては、公

開特許情報からは特定できなかった。 
3.​ 次世代エネルギー（水素・ペロブスカイト等）の実装計画: 競合他社が実証実験を進める水素発
電や次世代太陽電池について、住友不動産が具体的にどの物件で導入するかという確定情報

は現時点では見当たらない。 
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